




会計基準の改訂は，2002 年 12 月 IASB（国際会計基準審
議会）と FASB（米国財務会計基準審議会）の間で，両者
の IAS（国際会計基準書）第 37 号「引当金，偶発負債及
び偶発資産」（1998）および IAS 第 19 号「従業員給付」




定との調整が必要となり，2005 年に IAS 第 37 号改訂案お
よび IAS 第 19 号改訂案を公表した。
この IAS 第 37 号改訂案（2005）の公開草案に寄せられ





IASB は，2006 年および 2007 年に「蓋然性要件の削除」
の方向性を変えないことを示したうえで，2010 年に，測
定に関する内容のみに再コメントを求めるため，再度公
開草案を出した。しかし 2012 年 9 月末現在，最終公表に
は至っていない。
一方，我が国でも IASB の IAS 第 37 号改訂案（2005）



















を指摘した。それを解消するためには， IAS 第 37 号
（1998）の引当金の考え方を取り入れた会計処理（本稿で
いう非金融負債処理）が検討できることを示した。




















たとえば 1954 年（昭和 29 年）に公表された最初の企
業会計原則は，米国の SHM 会計原則の影響を受けていた。
また我が国における現在の引当金の認識要件を示す企
業会計原則注解 18 が誕生した 1982 年（昭和 57 年）にお
ける企業会計原則の改訂においても，会計観などから，
少なからず米国の SFAS 第 5 号の影響を受けていた。
さらに 2008 年の我が国の資産除去債務に関する会計基
準は，まさに米国の SFAS 第 143 号をモデルに作成されて
いた。
今後も，我が国は非金融負債会計について，さらに




































解 18 によって示されているが，会計観などから SFAS 第
5 号の影響を受けており，独自の思考は見られなかった。
次に米国における蓋然性要件について SFAS 第 5 号と
SFAS 第 143 号を取り上げた。










また，SFAS 第 5 号と SFAS 第 143 号を比較すれば，






IASB の蓋然性要件は，1978 年の IAS 第 10 号「偶発事
象および後発事象」および IAS 第 37 号（1998）について
考察した。





入の懸念が生じ，事例によって参考とされる SFAS 第 5 号













































































































































































2.1　SFAS 第 5 号設定前―
2.2　SFAS 第 5 号設定以後
3　IASB
3.1　IASC から IASB へ
3.2　IAS 第 10 号（1978）から IAS 第 37 号（1998）へ











2　FASB における SFAS 第 143 号導入の背景
2.1　米国における環境負債への取組 
2.2　SFAS 第 143 号公表までの議論
2.3　SFAS 第 143 号公表後の経過
3　IASB における資産除去債務に関連する基準
3.1　IAS 第 16 号における取得原価概念の変容
































2.1　SFAS 第 5 号の蓋然性要件
2.2　SFAS 第 5 号と SFAS 第 143 号の蓋然性要件の比
較 
3　IASB
3.1　IAS 第 10 号（1978）から IAS 第 37 号（1998）
へ

































































また（1）の総括として，第 1 章の図表 1-4「日本・米
国・IASB（IASC）における非金融負債に関する基準等」
にまとめている。







































またそれに関連して，IASB の IAS 第 16 号「有形固定
資産」の二度にわたる改訂および IAS 第 37 号の引当金の






































章～第 5 章で取り上げられており，第 6 章では，全章を
122
総括し，この課題に取り組んでいる。




いては SFAS 第 5 号「偶発事象の会計」をベースに SFAS
第 143 号まで，IASB については IAS 第 10 号「偶発事象




























































































































































































学位規程第 13 条第 1 項の規程により，博士（商学）の学
位を授与することが適当であると判定する。
Ⅲ　学位授与要記
一　氏 名 ・ 本 籍　松本　徹（山口県）
二　学 位 の 種 類　博士（商学）
三　学 位 記 番 号　博商甲第十六号
四　学 位 授 与 の 条 件　学位規則第四条第一項該当
五　学位授与の年月日　平成二十五年三月二十二日
六　学 位 論 文 題 目　非金融負債会計の研究
――蓋然性要件の取扱いを中心
にして――
七　審 査 委 員
主査　専修大学商学部　教　授　黒川　保美
副査　専修大学商学部　教　授　佐藤　文雄
副査　専修大学商学部　教　授　国田　清志
